
29    薮野

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

上越市  薮野 薮野 平成24年4月 令和2年2月

2.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

・用水の江さらい、草刈、（揚水機の更新）管理が今後の課題

・農地利用は、中心経営体である認定農業者１経営体が担い、集積を図る。

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

1.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針



29    薮野

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

水稲 5.0 1.5

2

1 認農 A 水稲 1.9 1.5

4

3

6

5

8

7

9

認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

到達

10

基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

1.51.9 5.0計 1 1.5

認農 認定農業者（個人）

認農法



29    薮野

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

3

2

1

5

4

7

6

9

8

計  0.0

10

0.0

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

・なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

・受託先から大豆も作ってほしいとの依頼もあり、大豆を導入する方向

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

・農家組合長を通して賃借の相談を行う

 １）　農地中間管理機構の活用方針

・メリットがあれば活用したい

 ２）　基盤整備への取組方針

・なし



33    上門前・小滝

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

上越市  上門前・小滝 上門前・小滝 平成24年4月 令和2年2月

37.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

Aの構成員が高齢化しているが10年間は集落内で水稲作付ができる見込み。
水稲以外の土地の管理（大豆・牧草約９ｈａ）が高齢化によりできなくなるため、基盤整備を実施し、効率化を図り、
法人化をする必要がある。

農地利用は、中心経営体である集落営農が担うほか、基盤整備を実施し、全員参加の法人化を目指す。

0.0

未実施・検討中

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

29.8

10.4

4.0

6.3

0.0

0.0

0.1

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針



33    上門前・小滝

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

大豆
牧草
水稲

7.5
3.5
29.5

5.5
3.5
28.0

2

1 集 A
大豆
牧草
水稲

7.5
3.5
29.5

5.5
3.5
28.0

4

3

6

5

8

7

9

認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

到達

10

基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

37.040.5 40.5計 1 37.0

認農 認定農業者（個人）

認農法



33    上門前・小滝

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

3

2

1

5

4

7

6

9

8

計  0.0

10

0.0

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

牧草、大豆

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

しない

 ２）　基盤整備への取組方針

今後取り組む



35    下馬場

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

上越市  下馬場 下馬場 平成24年4月 令和2年2月

15.7

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

・ほ場が小区画化であり、ほ場とほ場の高低差もある。
　用排水設備の老朽化が進み、管理が大変な状況。
　昨年から、ほ場整備を検討中。

・農業者の高齢化が心配。

・基盤整備後は全員参加の法人化を目指す。
・農地利用は、基盤整備を実施後、全員参加の法人化を目指し、法人が担い、畑利用は、中心経営体である
　認定農業者２経営体、集落営農１経営体が担う。

0.0

50年前

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

13.0

10.0

6.0

4.0

0.0

0.0

0.0

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針



35    下馬場

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

水稲
大豆

4.2 4.2

2 認農法 B
水稲
大豆

8.2 4.0

1 認農 A
水稲
大豆

4.2 4.2

水稲
大豆

10.0 4.0

4 認農 D
水稲

飼料作物
4.2 1.9

水稲
飼料作物

3.2 1.9

3 認農 C 水稲 0.5 0.5 水稲 0.5 0.5

6
申請
予定

F 水稲 1.4 1.0 水稲 1.4 1.0

5 集 E
水稲
大豆

29.5
7.5

1.5
2.0

水稲
大豆

29.5
7.5

1.5
2.0

8

7

9

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

15.155.5 56.3計 6 15.1

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10



35    下馬場

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

検討中

3

2

1

5

4

7

6

8

 ２）　基盤整備への取組方針

取り組みを、上門前、小滝、朝日で協議中

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

枝豆

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

町内会で協議する

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手



37    灰塚

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・中心経営体（D）を中心に農地の受け手となる予定。
・中心経営体の年齢構成が上がってきていることが課題。

・農地利用は、中心経営体であるDが担う。

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

22.0

0.3

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

上越市  灰塚 灰塚 平成25年2月 令和2年2月

27.7

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



37    灰塚

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

12

11

10

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

21.436.9 47.7計 4 21.4

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

9

8

7

6

5

4 認農法 D
水稲
大豆

20.4 19.1
水稲
大豆

25.0 19.1

3 認農法 C
水稲
大豆

8.4 1.6
水稲
大豆

10.0 1.6

－ 0.0 0.0

2 認農 B － 0.0 0.0

1 認農 A
水稲
大豆

8.1 0.7

水稲
大豆

12.7 0.7

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考



37    灰塚

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

 ２）　基盤整備への取組方針

周辺集落と調整が必要であり、集落としては概ね取り組む方向で調整中

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

JA、市役所に相談する際

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

予定なし



38    地頭方

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

上越市  地頭方 地頭方 平成24年4月 令和2年2月

21.9

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

・次世代の後継者が農業を継いでくれない

0.0

21.9 S42～43

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

19.7

2.4

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・集落内耕作者（入り作含む）で規模拡大は望めず、他集落からの入り作に頼るしかない。

・農地利用は、中心経営体である認定農業者３経営体が担っているが規模の拡大は望めず、入り作を希望する認定農
業者の受け入れを促進していく。



38    地頭方

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

水稲
大豆

6.0 6.0

2 認農 B 水稲 14.0 1.9

1 認農 A
水稲
大豆

6.0 6.0

水稲 18.0 1.9

R2年まで

4 認就 D 水稲 0.0 0.0 水稲 10.0 6.0 R3年から

3 認農 C 水稲 30.0 6.0 水稲 30.0 0.0

6

5

8

7

9

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

13.950.0 64.0計 4 13.9

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10



38    地頭方

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

希望なし

3

2

1

5

4

7

6

8

 ２）　基盤整備への取組方針

計画なし

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手



43    飯

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・農地利用は、中心経営体である認定農業者５経営体が担うが、法人化の検討も行う。

・耕作者の減少により、農地の未利用が進んでいる。
・中心経営体による経営面積拡大が難しい状態。

0.3

S29～３１

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

21.4

10.0

4.0

6.0

0.3

0.0

0.0

上越市  飯 飯 平成24年12月 令和2年2月

23.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



43    飯

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

10

12

11

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

10.710.4 10.7計 5 10.4

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

9

8

7

6

5 認農 E 水稲 1.2 1.2 水稲 1.5 1.5

4 認農 D 水稲 2.2 2.2 水稲 2.2 2.2

3 認農 C 水稲 2.3 2.3 水稲 2.3 2.3

水稲
野菜

0.9 0.9

2 認農 B
水稲

飼料作物
3.8 3.8

1 認農 A
水稲
野菜

0.9 0.9

水稲
飼料作物

3.8 3.8

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考



43    飯

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ２）　基盤整備への取組方針

・現地調査、測量　令和２年～令和５年
・工事実施　令和６年～令和14年

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

検討中

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

計  0.0

10

0.0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

検討中



48    高南

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 □ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

・対象地区は、各農家の所有面積が少なく、高齢化が進んでおり、農地の基盤整備がされていない。
永年新規の参入者を期待していたが実現しなかった。平成30年に認定新規就農者として「　A　」が誕生し、農地の集
積・集約が進んだ。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・農地利用は、中心経営体である農事組合法人Bおよび認定新規就農者Aが担う。

・認定農業法人１経営体、認定農業者１経営体に農地が集積（集積率約90％）している。

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

1.7

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

0.0

上越市  高南 高南 平成24年4月 令和2年2月

2.5

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



48    高南

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

10

12

11

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

2.513.6 22.5計 2 2.2

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

9

8

7

6

5

4

3

野菜 2.5 2.3

2 認農法 B 水稲 11.4 0.2

1 認農 A 野菜 2.2 2.0

水稲 20.0 0.2

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考



48    高南

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ２）　基盤整備への取組方針

計画なし

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

計画なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

Aと相談する

 １）　農地中間管理機構の活用方針

貸付
作業
委託

0.1

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

計  0.0

10

0.3

9

8

7

6

5

4

3

0.2

無 Ｒ7 A

2 D 無 Ｒ7

1 C

A

予定なし



91    子安

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

　・15年、20年先の後継者不在

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　・農地利用は、中心経営体である認定農業法人1経営体、認定農業者1経営体が担う。
　・現在85パーセントが中心経営体へ集約されている。

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

14.0

10.0

10.0

0.0

0.0

0.0

0.0

上越市  子安 子安 平成24年4月 令和2年2月

14.0

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



91    子安

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

12

11

9

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

12.031.0 33.0計 2 12.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

8

7

6

緑化植物 1.0 緑化植物 1.0

5

4

3

水稲 25.0 10.0

水稲 7.0 2.0

1 認農法 A 水稲 23.0 10.0

水稲 7.0 2.0
認農 B2

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

10



91    子安

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

 ２）　基盤整備への取組方針

整備済

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

なし



    南田屋新田

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

上越市  南田屋新田 南田屋新田 平成24年4月 令和2年2月

9.2

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

1.0

9.2

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

7.2

2.6

2.6

0.0

1.0

0.0

0.0

近い将来中心経営体は、高齢化・担い手不足により経営体の維持が困難になると懸念される。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・農地利用は、中心経営体である認定農業法人1経営体、認定農業者2経営体が担うほか、入り作を希望する認定農
業者の受け入れを促進していく



    南田屋新田

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

水稲
枝豆

10.0 7.5

2 認農法 B
水稲
枝豆

34.3 0.5

1 認農 A
水稲
枝豆

7.6 6.5

水稲
枝豆

35.1 0.5

4

3

6

5

8

7

9

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

8.041.9 45.1計 2 7.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

12

11

10



    南田屋新田

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

地域の農地所有者は、原則として農地を機構に貸し付ける

3

2

1

5

4

7

6

8

 ２）　基盤整備への取組方針

整備済

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

農家組合長を通じて集落内の受け手を探す

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手



103    大道福田

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

特になし

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・水田利用は入作の中心経営体である認定農業者1経営体が担う。

0.0

9.2

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

0.5

0.2

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

上越市  大道福田 大道福田 平成24年4月 令和2年2月

0.8

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



103    大道福田

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

12

11

10

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

0.819.8 20.0計 1 0.8

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

9

8

7

6

5

4

3

水稲 20.0 0.8

2

1 認農 A 水稲 19.8 0.8

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考



103    大道福田

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

 ２）　基盤整備への取組方針

整備済

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

なし



110    高森

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

上越市  高森 高森 平成24年4月 令和2年2月

30.7

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

0.0

30.0 Ｈ10

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

30.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

認定農業法人の構成員が高齢化してきている

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

農地利用は、中心経営体である認定農業法人が担って行く



110    高森

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

水稲・大豆
トマト

イチジク
露地野菜

28.0
0.1
0.2
2.0

28.0
0.1
0.2
2.0

1 認農法 A

水稲・大豆
トマト

イチジク
露地野菜

28.0
0.1
0.2
2.0

28.0
0.1
0.2
2.0

3

2

5

4

7

6

8

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

30.330.3 30.3計 1 30.3

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

11

10

9



110    高森

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

地域の農地所有者は原則として農地を機構に貸し付ける

3

2

1

5

4

7

6

8

 ２）　基盤整備への取組方針

整備済

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

トマト、ナス、露地野菜を導入している

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

計  0.0

10

0.0

9

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手



182    西吉尾

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

・農地の受け手が確保できない
・用水を自由に利用できない・ほ場の区画が小さいうえ畦畔が大きく、耕作、維持管理（草刈）が大変
・イノシシの被害が甚大

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・農地利用は、中心となる経営体がいないことから直払協定の範囲で個別農家が協力し、現状を維持して行く

0.0

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

4.6

0.7

0.0

0.4

0.0

0.0

0.3

上越市  西吉尾 西吉尾 平成24年12月 令和2年2月

4.7

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月



182    西吉尾

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

10

12

11

到達 基本構想水準到達者

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

0.00.0 0.0計 0 0.0

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

9

8

7

6

5

4

3

2

1

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考



182    西吉尾

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ２）　基盤整備への取組方針

なし

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

貸付
作業
委託

売渡

 ５）　その他

なし

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

計  0.0

10

0.0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

受け手がいないため活用は見込めない



14  三和区  三村新田

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

15.8

1.5

0.0

1.5

0.0

1.5

上越市 三村新田 平成24年12月 令和2年2月

18.5

1.5

0.0

18.5

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

・集落内では将来、担い手となる就農者が無く、集落外の認定農業者等へ依頼することになる。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・農地利用は、既に中心経営体である認定農業１経営体に集約されており、今後、貸付希望があれば認定農業者に集
約する。

三和区

三村新田

1/3



14  三和区  三村新田

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲
大豆
そば

16.6 14.1

2

1 認農 A
水稲
大豆
そば

15.1 12.6

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

16.6 14.1

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 1 15.1 12.6

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

2/3



14  三和区  三村新田

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

・経営面積の約20％について畑作物の取組みを目指す。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

・相対の話し合いによる。

 ５）　その他

・近年、農地の貸借ではなく売買の希望が多い。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

・農地の所有者は原則として農地中間管理機構を利用する。

 ２）　基盤整備への取組方針

・基盤整備済みだが畑作を導入するため補助暗渠等排水対策に取組む。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

未定 A

2

1 B 1.5 有

4

3

6

5

8

7

計  1.5 0.0

10

9

3/3



17  三和区  島倉

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 ■ 有 □ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

43.5

43.3

0.1

0.2

43.0

0.0

上越市 島倉 平成24年4月 令和2年2月

68.8

0.0

0.0

68.8

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

・自営農業の意向が強く、担い手への農地集積が進まない

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・現在の個別経営体が耕作できなくなったときは、（農）C及び入作の経営体に農地を集約していく。

三和区

島倉

1/3



17  三和区  島倉

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 7.7 7.7

2 認農 B 水稲 41.7 1.7

1 認農 A 水稲 7.7 7.7

水稲 50.0 1.7

4 認農法 D
水稲
野菜

13.4 0.9
水稲
野菜

20.0 0.9

3 認農法 C
水稲
野菜
大豆

54.5 43.2
水稲
野菜
大豆

59.5 43.2

6

5 認農法 E
水稲
野菜
大豆

33.2 6.4
水稲
野菜
大豆

39.0 6.4

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

176.2 59.9

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 5 150.5 59.9

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

2/3



17  三和区  島倉

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

・なし

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

・なし

 ５）　その他

・なし

 １）　農地中間管理機構の活用方針

・地域農地所有者は、原則として農地中間管理機構に貸し付ける

 ２）　基盤整備への取組方針

・整備済

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0

10

9

3/3



31  三和区  下広田

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積　（次頁　中心経営体経営面積計　A＜B＜地区内の耕地面積） ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 Ｂ－Ａ ｈａ

⑤　農地の貸付等の意向がある耕作面積の合計 C ｈａ

⑥　今後の農地の引き受け可能耕作面積 Ｂ-Ａ-Ｃ ｈａ

基盤整備の実施状況 ■ 整備済 □ 整備中 ｈａ

農地中間管理機構利用 □ 有 ■ 無

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名 地区内集落名 作成年月 直近の更新年月

28.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

上越市 下広田 平成24年12月 令和2年2月

30.9

0.0

0.0

30.9

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

・地区の経営体である農事組合法人Bは、経営規模の維持を考えているが、構成員の減少や高齢化が進む中後継者
となる農業従事者の人材確保が急務である。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

・地区内は現在、中心経営体へ集約が進み集積率が95.1％となっており、1認定農業法人、1認定農業者が農地利用を
担う。

三和区

下広田

1/3



31  三和区  下広田

4　中心経営体

人 Ａ Ｂ

注1：「属性」

注1：「経営作物」欄は、詳細な作物名まで記載する必要はありません。

注2：経営面積は、特定農作業受託を含めないでください。

No. 属性
農業者

(氏名・名称）

現状
今後の農地の引き受け意向

（概ね５～10年後）

備考

経営作物

経営面積(ha)

経営作物

経営面積(ha)

うち集落
内（ha)

うち集落
内（ha)

水稲 14.4 1.0

2 認農法 B 水稲 28.4 28.4

1 認農 A 水稲 14.4 1.0

水稲 28.4 28.4

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

到達 基本構想水準到達者

42.8 29.4

認農 認定農業者（個人）

認農法 認定農業者（法人）

計 2 42.8 29.4

認就 認定新規就農者

集 集落営農（法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断）

申請予定 今後経営を拡大し、認定農業者等の申請をする予定の農業者（備考に詳細を記載)

2/3



31  三和区  下広田

５　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

６　農地の貸付け等の意向

Ｃ

 ３)　新規・特産化作物の導入方針

・なし。

 ４）　賃貸借等の設定の際の相談手順

・なし。

 ５）　その他

・なし。

 １）　農地中間管理機構の活用方針

・現状では活用していないことから今後も予定なし。

 ２）　基盤整備への取組方針

・整備済。

No. 出し手

貸付等の区分（ｈａ）
農地中間
管理機構

利用
貸付時期 受け手

貸付
作業
委託

売渡

2

1

4

3

6

5

8

7

計  0.0 0.0

10

9

3/3
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